
横浜市会議会のあり方調査会報告（第１１回） 

 

本調査会は、平成１７年１２月２７日に市会運営委員会から、「議員定数」に

ついて諮問を受けた。 

これは、平成１７年１０月１日に実施された平成１７年国勢調査の要計表（速

報値）が同年１２月５日に発表され、それによると、横浜市の人口は３５８万

人余となり、また、各区の人口にも変動が見られるため、来年執行される統一

地方選挙における議員定数の取扱いについて各会派団長による協議が行われ、

その結果、市会として、本調査会において具体的な「議員定数」について調査

検討を行うことになったものである。 

本調査会としては、以後、各会派内での検討と連動し、さまざまな視点から

の調査や各会派間の協議等を精力的に重ね、現在まで鋭意、検討を行ってきた

ものである。 

 

≪議員定数について≫  

 

１ 検討の経過等 

 

  地方議会の議員定数は、いわゆる地方分権一括法により平成１２年に地方

自治法の一部改正が施行され、法律の定める上限数（法定上限数）の範囲で、

各市町村がそれぞれの条例によって具体的な数を定める制度となっている。 

  横浜市についてみると、適用される地方自治法の規定による法定上限数は、

９６人である。これは、２５０万人を超える市の場合の最大上限数が、単一

区分で定められており、いわゆる頭打ちになっているために、人口３５８万

人の横浜市と、人口２６２万人の大阪市の上限数が同数となっているもので

ある。 

  また、政令指定都市においては、公職選挙法により、行政区をもって選挙

区とするとされており、選挙区ごとに選挙すべき議員の数は、選挙における

投票価値の公平性を担保するため、人口に比例して定めることが原則とされ

ている。 

本市における人口の推移と議員定数の見直しの経過をみると、本市の人口

は、これまで、戦後一貫して膨張を続けてきており、それに連動して人口 



２７０万人を超えた昭和５８年の改選期までは、議員定数も９６人まで増員

してきた。しかし、その後、人口増加はさらに続いたものの、人口が２９９

万人を超えた昭和６２年の改選期には９４人に減員し、人口が３３０万人を

超えた平成１１年の改選期には９２人に減員し、現在に至っている。 

  また、本市の人口は、さきに発表された「横浜市将来人口推計（中位推計）」

によると、今後、平成３２年（２０２０年）までは緩やかに人口増加が続き、

その後、約３８０万人前後の人口をピークに減少に転じるとされている。 

一方、区別人口では、磯子区や港南区のように既に人口減少が進行してい

る区と、青葉区や都筑区のように平成３７年（２０２５年）まで増加が続く

区があり、各区による違いが見られる。 

 

  横浜市の人口３５８万人は、全国の市区町村の中で最大であるが、これを

議員１人当たりの市民人口について他の政令指定都市と比較すると、本市は、

３８,９０４人となり、全国最大となっている（全政令指定都市の平均は２１,

９５７人で、最小は、静岡市の１３,２２４人である。）。 

  また、同様の観点から、市民１人が負担することになる議会費（議員の報

酬、審議に要する経費、事務費等）の年間予算額を比較すると、横浜市は、

８３３円（平成１８年度）となり、政令指定都市の中では、札幌市の８２４

円に次ぐ低い額となっている（全政令指定都市の平均は１,４１０円で、最大

は神戸市の１,９１８円である。）。 

 

なお、本調査会では、外国の地方議会についても検討した。 

  「議会の政策立案機能」をより重視しているとされる米国・英国の首長公

選制・公選議員制の大都市型の議会では、ロサンゼルス市が人口約３８５万

人で議員数１５人、ロンドン（大ロンドン庁）が人口約７５０万人で議員数

２５人であるのに対して、「行政に対するチェック機能」をより重視している

とされるヨーロッパの議院内閣制の議会では、パリ市が人口約２１５万人で

議員数１６３人といった状況にあるが、地方自治制度及び議会制度が異なる

ため、現時点で単純には比較はできないものと考えられる。 

 

  以上のように、本調査会としては、本市における人口の推移と議員定数の

見直しの経過、将来人口の推計値、他の政令指定都市との比較、諸外国都市



の議員数と現況等の幅広い基礎データを分析しつつ、具体的検討に当たって

は、法律等による規定や基準がないため、横浜市の置かれた諸条件、沿革、

財政規模等を勘案し、法定の上限数の範囲で、横浜市会にふさわしい議員定

数の決定ができるよう検討してきた。 

 

２ 検討の結果 

 

地方分権の進展、大都市横浜が抱える課題等を踏まえると、二元代表制の

一方である議会の行政に対するチェック機能及び議員立法等の議会の政策立

案機能に表される議会固有の権能の発揮は、今後ますます重要になる。 

 議員定数は、議会の根幹となるものであり、選挙における投票価値の公平

性の確保の観点から、慎重な調査検討を要するが、本調査会としては、議会

の機能を強化・拡充し、３５８万市民の負託に応える横浜市会の実現という

観点に立脚して、さまざまな視点から活発な議論を重ね、それに対する意見

や考え方が以下のとおり出されたところである。 

 

(1) 人口の区間較差と比例配分について 

 

     議員１人当たりの人口が最大となる選挙区と最少となる選挙区との比較

について、平成１５年の改選期には、その数値の較差が１.２６倍であった

が、今回の国勢調査の結果によると、すでに１.４３倍と広がっている（最

大は中区の４６,７００人で、最小は磯子区の３２,７０２人である。）。 

 また、現行の議員定数９２人のまま各選挙区の選出議員数の見直しを行

わない場合には、人口の大きい選挙区の議員定数が、人口の小さい選挙区

の議員定数より少ないという、いわゆる逆転現象が生じることとなる。 

このようなことを踏まえると、法に定められた議員定数についての基本

の考え方である選挙における投票価値の公平性の確保の観点を重要視して、

選挙区ごとに選挙すべき議員の数について、いわゆる逆転現象を解消する

ととともに、区間の人口較差を可能な限り小さいものとするため、今後と

も、人口比例に沿った配分とするべきであり、そのことについては、本調

査会で異論はなく、この点については意見の一致をみた。 

 



(2) 議員総定数について 

 

 今後の議員総定数については、それぞれの立場から、削減や現状維持と

すべきとする考え方が出されるとともに、具体的な定数に関する複数の改

正案が示された。 

 

   それらを概括すると、「議員定数については、行財政改革等の推進や、市

民意識、社会の趨勢等から、その削減をさらに進めるべきである。」とする

意見が大勢であった。 

   しかしながら、定数の削減については、複数の改正案や意見が示された

ものの、具体的な削減人数については意見の一致を見出せなかった。他方、

「市民の多様な意見を反映するために、議員定数は削減すべきではない。」

との意見も出されたところである。 

 

 以下にそれらの主な意見等を掲げる。 

 

○ 地方分権が進展する中で、地方自治体の行財政改革を一層推進していくこ

とが喫緊の課題である。本市では、指定管理者制度の導入、市立大学の独立

行政法人化、外郭団体の整理統合、民営化及び民間委託化の推進など、さま

ざまな行財政改革を進めており、今後ともその流れを強力に押し進める必要

がある。議会としても率先した改革を進める必要があり、大幅な議員定数の

削減が不可欠である。 

  また、都市化が進む本市においては議員の役割も変容しており、議員定数

を減員したとしても、ＩＴの活用、事務局の機能強化等によって、民意を吸

収し、施策に反映させることも可能であり、議員の役割は十分に果たせる。

こうした中で、議員が政策分野で専門的能力を発揮し、議会活動を行うこと

が効果的かつ効率的である。 

  よって、議員定数は、具体的には、現定数の９２人から１１人減員（法定

上限数の９６人からは１５人減員）し、８１人とすべきである。 

 

○ 厳しい財政状況により、職員数の削減をはじめとするさまざまな改革に取

り組んでいる本市の中で、市の最終意思決定機関である市会においても、行



財政改革を強力に進めていくことは当然のことである。 

  また、議会機能の強化に向けた改革の具体化の検討のほか、道州制のあり

方などの国と地方を通じた課題の克服が必要であり、積極的かつ広範な検討

を要する面もあるが、議員定数の削減は進めるべきである。 

  議員定数の見直しに当たっては、現在ある１８区の人口に相当の差異があ

ることなどから、将来の行政区の再編（分区・合区）も視野に入れつつ、当

面は、市会としての行財政改革をさらに推進する必要がある。 

よって、議員定数は、法定上限数９６人の１０％に当たる１０人減員（現

定数の９２人からは６人の減員）の８６人とすべきである。 

 

○ 社会的趨勢等の中で、議員定数の削減は必要である。 

  一方、第２８次地方制度調査会では、地方議会のあり方に関して、地方自

治体の自己決定権の拡大に伴い、議会の政策形成機能の充実と執行機関に対

する監視機能の強化が必要であるとの答申がなされている。また、これを受

けて、地方自治法の一部が改正され、議会運営上の変更も見込まれるところ

である。 

  このような中で、議員定数の削減については、その方向性に立脚しつつ、

具体的削減数及びその実施時期については、なお引き続き議論を重ねる必要

があるので、今回については、現行定数の９２人を維持すべきである。 

 

○ 本市の市会議員１人当たりの人口は、政令指定都市の中で最大であり、こ

れ以上の議員定数の削減は、市民と市政のパイプを細めるものである。行政

に対する議会の監視と統制機能を強化して、多くの住民の多様な意見を議会

審議に反映するためには、本来であれば、法に定める上限数の９６人まで増

やすべきであるが、本市の厳しい財政状況等を考慮し、現行定数の９２人を

維持すべきである。 

 

○ 大都市横浜が抱える課題等を踏まえ、市域内の地方分権をより進展させる

ためには、地域の代表として、サラリーマン、団塊の世代、働く女性、事業

者など、各界各分野からの多様な人たちの政治参加が求められる。多くの地

域住民の多様な意見を議会審議に反映させ、議会の機能をより充実させるこ

とが重要であることから、現行定数の９２人を維持すべきである。 



 

○ 市民が代表者となれる門戸を狭めてはならないし、議員定数を削減して、

議会の民主度が高まったことはない。財政難の取組や政治への無関心は、議

員定数の削減により解消されるものではない。したがって、現行定数の９２

人を維持すべきである。 

 

 以上のように、議員総定数については、意見の一致が得られなかった。 

 

(3) その他について 

 

   本調査会は、「議員定数」について調査検討するものであるため、諮問事

項からは逸脱することとなるが、議員定数のあり方に関連して、議員定数

の削減は行財政改革、議会改革の一環として重要であり、できる限りの議

員定数削減を進めるとともに議会としての行財政改革を進める観点から、

議会機能の強化に向けた幅広い積極的な議会改革を推進していくべきであ

るとの意見等のほか、議員定数の削減よりは、まず政務調査費、費用弁償、

海外視察費等の見直しに着手すべきとする意見等もあった。 

 

３ むすび 

 

本調査会では、以上のように、諮問された「議員定数」について、慎重か

つ精力的な協議と最大限の努力を重ねてきたが、一部において意見の一致が

得られたものの、全体としての多数意見の形成や意見の収束ができずに至っ

た。 

  この報告については、今後、国勢調査の確定値が１１月に発表される見込

みであるので、あらかじめ早期に本調査会の検討結果を明らかにするため、

市会運営委員会に提出するものである。 

 

 

 

 

 



  平成１８年９月１２日 
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